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「キャリア型の仕事は消滅した」＊

伊藤健市

はじめに

アメリカにおける障害者雇用を考える場合、それをアメリカ全体の雇用

情勢の変化のなかで捉えねばならないことはいうまでもない。一般的に

は、 1980年代後半から90年代にかけて、アメリカの雇用情勢は大きく変化

した、と主張されている。それは、いわゆる非典型労働者 (Contingent

Workers) の出現に代表される変化である。この非典型労働者の出現はア

メリカの障害者雇用、特に1990年に制定された障害をもつアメリカ人法

(ADA) 以降の障害者の雇用情勢にどういう影響を与えているのであろ

うか。この点の解明が筆者の課題であるが、その前になすべきことは、こ

ういった雇用情勢の実態把握とその理論的把握である。しかも、アメリカ

における雇用情勢の変化は、これからわが国が向かおうとしている方向を

先取りしたものでもある。その意味では、アメリカの障害者雇用だけでな

く、わが国の障害者雇用を考察する際にも必要な視点だと思われる。

今回翻訳しているヒ゜ーター・キャペリ (Peter Cappelli)教授の「キャリ

ア型の仕事は消滅した (CareerJobs Are Dead)」(CaliforniaManagement 

Reviewの第42巻第 1号に掲載）は、前号のサンフォード・ M ・ジャコー

ビィ教授の所論を受けて、 1980年代から90年代における雇用情勢の変化

を、それまでのキャリア型の仕事、つまり長期継続雇用（わが国で言う終

身屑用慣行）の消滅ととらえている。

著者のキャペリ教授は、ペンシルヴェニア大ウォートン・スクール教授

であり、その主著NewDeal at Workは『雇用の未来』（若山由美訳、日本

経済新聞社）として出版されている（詳しくは脚注を参照のこと）。

なお、本文の｛ ｝は訳注である。

*) This article originally appeared in California Management Review,Vol. 42, No. 1 Fall 1999. 
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キャリア型の仕事は消滅した

ピーター・キャペリ

多くの研究者は、現在、 20"-30年前と比べて仕事 特にキャリア

が異なってきていると強く感じているが、その相違を言葉で表すのが難

しい場合が多いのである。我々が仕事を記述するのに使う伝統的な

カテゴリーー一長期と短期、高賃金・高給付と低給付、管理労働と生産

労働 はそれまでの時代の受け売りであり、特にブルーカラーの場合

がそうなのであるが、仕事が従業員とその家族の苦難を防ぐ手段を提供す

るかどうかに関する長年に及ぶ関心を反映している。サンフォード.M. 

ジャコービィ教授の論文、「キャリア型の仕事は絶滅に会う運命にあるの

か」は、主として上で指摘したような伝統的な基準に基づいて雇用がどう

変化したのかを吟味している。“キャリア型の仕事,,は、彼の論文では、

仕事が経済的な困窮を妨ぐ手段を提供するかどうかという公共政策の懸念

を反映して、暗黙裏にかなり長期勤続で、相応の賃金が支払われ、給付も

提供されているフルタイムの仕事と定義されている。（私はそういった仕

事を「良い仕事」と呼んだ方がより正確だと考えるので、以下ではそうし

ようと思う。）彼は、いくつかの側面での変化は認めているが、多くの側

面では安定しているという証拠を見出している。彼は、結果として格差が

急激に拡大したという議論はほとんど行っていない (1)。低所得階層が経

済拡張期に他の階層の労働者と同程度の恩恵に浴さなかったという事実は、

おそらく拡大する格差に関する最も重要なポイントである。すべての者が

必ずしも労働市場で成功していないが、（高賃金と高給付を提供し、かな

り長期にわたって続く）こういった良い仕事は依然として豊富にあるとい

う、彼の全体としての結論は正当な結論であるように思われる (2)。しか

しながら、アメリカ史において経済が最も拡張した時期の 1つである現在

にあって、仕事が悪くなったかどうかに関する真摯な議論が行われている

-2-



アメリカ人の働き方は変化したのか (2)

という事実は、それ自体が経済における変化の興味深い証拠である。

もちろん、こういった伝統的な基準は雇用の唯一の側面ではないし、お

そらく多くの読者がキャリアの問題の中心にあると考えているものでもな

い。特に管理職の仕事に興味をもっている人たちは、キャリア型の仕事と

は従業員がキャリアを期待できるものであること、すなわちある企業の統

制下にある同じ組織と同じ雇用慣行のもとで昇進し続けること、と考えて

いる。

これまでの時期と比べて、現代の雇用では基本的に何かが違っている

が、それは必ずしも雇用の基準と条件が悪化するという話ではない。そう

ではなく、それは仕事とキャリアを形成する際の労働市場の重要性の増大

と、それに伴って企業内で雇用とキャリアを管理する能力が低下している

という話なのである。変化をもたらした重大な要因は、アウトソーシン

グ、ベンチマーキング、業績に対する分散した責任を通して、企業が自身

の壁の内側に市場を持ち込んだという事実にある。市場原理が企業に入っ

てしまえば、それは雇用に影響を及ぼし始める。他の要因は、キャリアの

将来性を混乱させ、人々の仕事に恒常的に不安定感をもたらす、企業の外

部との境界線の再編や内部システムの再構築である。また、製品市場にお

ける不安定性に関連する他の変化と、そういった変化に対する素早い対応

が、結果としてシステムとスキルを急速に陳腐化し、新しいスキルを内部

育成に任せるのではなく、より迅速に育成したいという要求をもたらし

た。結果として社外からの引き抜きが行われ、それが新しい市場原理型の

雇用関係を促進させる最も重要な要素となるかもしれない。

現在の新しい雇用関係にあっても、相応の賃金が支払われ、高い給付が

提供される管理者の仕事の増加を含めて、フルタイムの仕事は依然として

存在している。そこにないのは、長期の雇用保障 企業の現在の構造

が非常に不確かであるという理由以外の理由で あるいは予測可能な

内部昇進の見通しである。また、報酬や能力開発での慣行を含めて、従業

員の管理は社内の原則よりもむしろ外部市場から影響を受けている。企業
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内だけでなく機会を求めて次第に企業横断的に物事を見なければならなく

なるので、こういった能力開発は従業員、特にそのキャリアの向上に関心

をもつ従業員に対して貴重な能力発揮の好機を提供してくれる。少なくと

も管理職に対するアドバイスという見地からは、この点は比較的旧い

ニュースである (3)。他方、企業にとっての好機はあまり知られていない

が、おそらくそれにも増して重要なものである。企業は市場をベースとし

たリソース、つまり企業の投資を持ち逃げできるリソースと考えて従業員

を管理するという基本的な課題に力点を置いている。

私は、良い仕事の持続に関するジャコービィ教授の最も重要な結論につ

いては同意しているので、二人の間の議論における相違点を明確にしてお

くのが有益であろう。それは以下の諸点である。

• 旧き良き時代はそれほど良くはなかった。従業員を雇用不安から守ると

いう企業の関心は決して根強いものではなく、たいていの場合利己心に

よって常に動機づけられていた。こういった内部労働市場の否定的な側

面は、クラーク・カー (ClarkKerr) の表現を用いれば、多くの場合一

種の産業封建主義 (industrialfeudalism)であり、そこでは従業員は社外

からの引き抜きがなかったがゆえに、会社から抜け出せなかったのであ

る。

•従業員に対する保護の低下は、従業員に責任をもつという価値観の変化

と関係しているのではなく、ビジネスを取り巻く新しい環境が安定性の

確保を信じられないほど困難にし、長期で予測可能なキャリアの存在を

ほとんど不可能にするという事実と強く関係しているのである。

•良い仕事が全体として見れば持続しているにもかかわらず、仕事がます

ます保障されなくなり、そしてますます不安定なものになっているのを

示唆するさらなる証拠もある。この点は、 1日いモデルのもとで文字通り

保護されてきたホワイトカラーと管理職の仕事に特に当てはまる。ホワ

イトカラーがかつて不安定性に対して特別な保護を受けていたという仮
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アメリカ人の働き方は変化したのか (2)

説は今では当てはまらない。

•最も重要なのは、社内の関心を満足させる雇用慣行とともに同じ組織に

おける長期の雇用期待と昇進期待と定義された“キャリア型の仕事”が

減少し、その将来見通しもひどいものとなっている点である。繰り返す

が、この点はホワイトカラーの仕事では特にそうなのである。

企業は従業員に対してどの程度責任をもつのか

企業と従業員との間にある相互の義務は、人的資源に加えて経営倫理、

契約法、心理学の分野に人を深くかかわらせる興味深い問題である。もう

少し扱いやすい問題は、安定した仕事の期待と市場からの若干の保護が、

どの程度まで社会契約といった価値システムにルーツをもつ企業の奥の深

い約束の結果であったのか、あるいは安定した雇用をあまりコストのかか

らないものにしたのは主として安定した経済システムの結果であったの

か、という問題である。

この議論を始める 1つの時代として、おそらく屑用関係が今日よりも自

由市場に近かった1920年代を思い浮かべることができよう。“内部請負”

モデルは製造業における支配的なシステムであった。それは、基本的には

所有者が自身の施設で作業する請負人に、生産に関するすべてをアウト

ソーシングしたバーチャルな組織モデルであった。プロのエージェント

が、企業のマーケティング、販売、流通を成功報酬ベースで切り盛りして

いた。ゴブラン織物業のような、従業員が企業間を定期的に移動し、その

過程で知識移転を促がしていた業種もあった。貴重な才能の持ち主の移動

ば慎重に管理されたが、それ以外の従業員の離職率は多くの場合非常に高

かった (4¥

ジャコービィ教授や他の研究者が、従業員を守るという企業の関心の来

歴について非常に詳細に叙述しているので、私はただそれを要約するだけ

で良いであろう (5)。こういった関心に関する理論的なルーツは1800年代
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まで遡れるが、かなり広範にわたり、そしてはっきりと従業員福祉に関係

していると主張できる最初のものは1920年代に始まるウェルフェア・キャ

ピタリズムの体系であった。私が読んだウェルフェア・キャピタリズムに

関する文献は、従業員を保護するという動機は常に企業の業績に基づく利

己的なものであったことを明確に示唆していた。離職率の低下が利益をも

たらす流れ作業ラインに基づく生産システムは、ヘンリー・フォード

(Henry Ford)の有名な日給5ドル制に見られるように、その前に雇用を

安定させる取り組みを推進していたのである。組合回避がはるかに重要な

目的であった。安定した雇用と雇用保障に最も熱心な企業は、その安定し

た製品市場が組合回避を比較的容易に達成できるものにした企業であっ

た。だが、組合を回避した企業がどれほど広範に存在していたのかは明ら

かでない。ウェルフェア・キャピタリズムは主として大企業の運動であっ

たが、大企業の大半ですら常に組合回避という原則に支配されていたかど

うかは明確でない。

ほとんどの研究者は、大恐慌と結局は経営者側の従業員の福祉を守るた

めの主なメカニズムとしての団体交渉の実利的（プラグマチック）な承認

に取って代わられたことで、ウェルフェア・キャピタリズムが完全にある

いはその大部分が企業内から姿を消したものと理解している。先任権を基

準としたレイオフと昇進、補足的失業保険と退職金、非典型労働の普及度

の低さといった、経済的不安定性から従業員を守る主たる制度は組合主導

の団体交渉の成果であり、ノンユニオンの企業は組合の組織化運動のなか

でそういったやり方を従業員の関心を買うために採用したのである (6¥

第 2次世界大戦から1981年の景気後退期までの従業員保護の全盛期でさ

え、労働者が景気循環に応じて絶えずレイオフされていたことを思い起こ

すことが重要である。彼らは同じ企業に戻れるという意味では安定した仕

事に就いていたとも言えるが、レイオフは普通のことであった。団体交渉

を支持している企業であっても、決して組合を広範に承認しているわけで

はなかった。例えば、 1970年代までは、洗練された組合回避キャンペーン
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アメリカ人の働き方は変化したのか (2)

はごく普通のことで、多くの企業 おそらく大多数の企業 は組合

を弱体化させる行動をとっており、その行動のいくつかは労働法を犯して

しヽた (7¥ 

ホワイトカラーの話は常に違っていた。ホワイトカラーの管理モデル

は、生産労働者を直接対象とするウェルフェア・キャピタリズムではな

く、企業の経営者がその所有者とは別の彼ら自身の目標を追求しようとす

るマネジリアル・キャピタリズムであった。ホワイトカラーと管理職は、

少なくともエグゼクティブからすれば経営陣もあらtミ(8)。ほとんどの人

がキャリア型の仕事 高賃金• 高給付だけでなく、規則的で予測可能

な昇進、最低業績レベルを条件とした終身雇用に対する十分な期待

と考えるものは、程度の差はあれ、巨大で多部門型の企業の形成とともに

整ったものであり、管理機構が拡大するにつれてその範囲と規模が広がっ

たのである。このモデルでは、従業員は一般的なスキルと特性に基づいて

雇われ、周到に準備された新入社員教育を受け、社内でしか通用しない

キャリアをもつ存在となった。賃金政策と給付政策、教育訓練と能力開発

のシステム、昇進階梯、そして他の内部労働市場における諸慣行といった

従業員を管理するためのシステムは、周到に準備された企業の内部管理の

一部であった。

現時点で忘れられやすいのは、こういった制度が特に管理職に対しても

つどちらかと言えば暗い側面である。外部からの採用が新入社員レベルに

限られ、すべての昇進が内部化されている内部労働市場では、従業員は現

在の企業に縛りつけられていることを意味する。もし彼らが企業に馴染ま

なかったなら、苦しむか適応する以外にはいかなる選択肢もなかったし、

企業に馴染むことは業績と同様その人の政治信条、社会的な態度、価値観

を変えることと大いに関係していた。ウィリアム・ H・ホワイト (William

H. Whyte)の古典『組織のなかの人間 (TheOrganizational Man)』は、お

そらくこのシステムの最もよく知られた批判であるが、 C・ライト・ミル

ズ (C. Wright Mills) や (20年後の）ロウザベス・モス・カンター
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(Rosabeth Moss Kanter) といった他の研究者は、このシステムが従業員

に及ぼした多くの場合高圧的な影響を実証することでそれを補完した (9)。

従業員は市場のリスクから保護されるべきであるという原則を企業が受

け入れ、それを約束することについて、どういった結論を下せるのであろ

うか。ブルーカラーは、組合との協約あるいはノンユニオンの企業ではそ

ういった協約条項をまねた政策によって、短期で循環的な経済的不安定性

から保護されていた。経営者側はこういった協約に合意していたけれど、

例によって組合のもつ交渉力の結果としてそうしていたのであった。こう

いった協約条項を、従業員を保護する必要に対する企業の関心の表明と見

なすことは難しい。組合が手にしたものを骨抜きにする積極的な取り組み

は1980年代のリストラクチャリングの波のなかでも進行していた。対照的

に、ホワイトカラー特に管理職がより大きな約束事を経験していた。彼ら

はまさに不安定さからの保護でなく、企業内での生涯に及ぶキャリアを期

待するように仕向けられていた。精巧に作り上げられた雇用システムは、

そういった目的に社内に焦点を合わせた諸制度で貢献していたのである。

1980年代に企業がどの程度ホワイトカラーと管理職を保護すると約束し

ていたのかを測るのは難しい。率直に言えば、どういった企業が保護を提

供するための資金を喜んで負担したのであろうか。その当時の事業を取り

巻く環境と企業の性格はともに、安定した雇用とキャリア・パスを提供す

るのが容易であった頃とは違うものとなっていた。大企業では特にそうで

あったが、安定性を確保するために政府によってしつかりと規制されてい

た多くの産業で製品市場は安定しており、はるかに予測可能であった。海

外との競争は非常に限定されており、組合が標準化された協約でもって事

実上労務費を競争の埒外に置いていた産業では、国内競争は多くの場合寡

占をもたらすものとして機能していた。 IBMのような大企業は、最終的

に達成されたことでその内容が正確であると立証された10,....__,15年に及ぶ経

営計画を作成していた。そういった長期計画のもとで、同じような人的資

源プランを展開し、個々の従業員に次のように言うのは賢明なことで、現
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アメリカ人の働き方は変化したのか (2)

実的なことであった。「これが当社が用意したあなたが退職されるまでの

キャリア・プランです。そして、このプラン通りに事が進むようあなたを

管理する方法が当社には揃っています。」

大企業がこれまで経験してきた経済的不安定性は、主として景気循環と

結びついた一時的なものであった。大企業は、少なくともホワイトカラー

と管理職を景気後退とあまり大規模でないリストラクチャリングの取り組

みから保護するコストを負担してきた。特に IBMは、同社が従業員に提

供していた雇用保障は、予期しない市場変化によって引き起こされた事業

のリストラクチャリングを現代の基準からすれば低いレベルのものにし

た、と正当な根拠をもって主張していた (10)。しかしながら、少なくとも

現代の基準からすれば、株主価値を最大にするプレッシャーはほとんどな

かったし、エグゼクティブははるかに大きな裁量をもってそういった目標

に資源を投入していた。大リストラクチャリングという課題は出現するべ

くもなかった。

従業員を保護するという重荷を背負う企業があったことは疑いないし、

企業が社会のために何かを行うといった観点からそういっだ慣行について

語ったことは疑いない。しかしながら、私が見たところ、ほとんどの企業

がその従業員を保護しなければならないとした約束はそれほど広範なもの

ではなく、それほど根強いものでもなかったし、少なくとも従業員の福祉

に対するより広範な関心と同様、利己的な考えに基づくものであった。こ

の命題の正否を判断する最良の方法は、企業が変化に対するはるかに大き

なプレッシャーに直面した時、つまり保護を提供するコストが急激に上昇

した時に、どういったことがその約束に生じるかを見守ることである。そ

ういった状況下で、大部分の企業は事実上旧いシステムに関するものすべ

てを捨て、従業員に対する責任というレトリックすら捨てたのである。
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何が悪くなったのか

大恐慌以降で経済的に最悪の時期であった 1981~82年の景気後退を機

に、企業にとって世界が変わり始めた。この景気後退は、製品需要で通常

見られる周期的な下落をはるかに越える構造的な変化を伴っていた。経済

と経営方法における多くの重要な変化がこの時期に進行した。その変化は

以下のことを含んでいる。

、、、、、、、、、、、、、、、、、、
•株主価値増大に向けられたプレッシャー 機関投資家と裁判所の判決が

もつ影響力の拡大は、民間企業の役員と彼らが管理しているエグゼク

ティブに株主価値を最大にすることを唯一の目標とさせただけでなく、

株主を企業が法的に説明責任をもつ唯一のステークホルダーにした。

ジャンク・ボンドといった新しい金融商品は、株主価値を最大にしよう

としなかった企業の敵対的乗っ取りを可能なものにした。ビジネスリス

クから従業員を保護するといった別の目的に使われていた資金が即座に

株主価値の増大という目標に向けられた。より重要な点は、投資家とア

ナリストが首切り (cuttingjobs)は株主価値を引き上げるものと確信し

ていたと思われる点である。もっとも、この点に関する確かな証拠には

明らかにさまざまなものが入り混じっている。（株主価値を最大化しよ

うとする EVA(経済的付加価値）といった）新しい会計方法は、従業

員に対する固定化された投資を含めて、固定費を諸悪の根源とみな

した (12)0 
、、、、、、、、、

•企業の境界線の変化 企業は無関係なビジネスから資金を引き上げるこ

とや適切なシナジー効果をもつ新しいビジネスを獲得することが株主価

値を増大するものと確信し、年々記録的な件数でM&Aが増大した。コ

ア・コンピタンスに焦点を合わせようとする企業は、その将来性におい

て中心をなすことのない機能をアウトソーシングし、社内の潜在能力を
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アメリカ人の働き方は変化したのか (2)

開発する代替案としてジョイント・ベンチャーを推進することを学ん

だ。そういったことが雇用関係に及ぼした影響は、長期のキャリア・パ

スを混乱させ、より基本的にはすべての機能と仕事の安定性を不確かな

ものにした点にある。もし、市場の変化と競争パターンの変化が同一歩

調をとるなら、どのような事業も投資を減額されたろうし、もし低コス

トのベンダーが現われれば、すべての機能はアウトソーシングできたで

あろう。人は、このモデルでは多くの良い仕事は同じままで、その同じ

仕事が企業間を転々としていると言うかもしれないが、そういった運動

と運動に絶えずつきまとう不確実性は雇用保障と長期のキャリアを身に

つけようとするいかなる試みをも弱めたのである。
、、、、、、、、

•競争の内容の変化 より短い生産サイクルとより速いペースでの競争に

伴う経営戦略の一層急激な変化はスキルが陳腐化するスピードを速め

た。その例は、製薬業界における物理・化学からバイオテクノロジーに

至る変化、あるいは保険業界での 1つのマーケット・セグメントから別

のセグメントヘの変化であり、そこで必要とされるスキルはまったく異

なっている。企業は、製品と戦略における劇的な変化が急激に生じた

時、必要とする新しいスキルを社内で育成する時間はなかった。それ

で、そういった新しいスキルを得るために社外からの引き抜きに目を向

けたのである。さらに、管理業務の変化を推進する管理職のスキルと経

験を得るためにも社外からの引き抜きに目を向けたのである。（以下で

考察するように）製品ライフサイクルが、期待するキャリアを従業員が

獲得する期間よりも短くなったという点が、現在こういった展開を考え

る際の 1つの方法である。
、、、、、、、

• 管理組織の変化 部署の垣根を越えたチーム (cross-functionalteams) 

のように、従業員に権限を委譲する作業システムは、伝統的な職務階梯

を壊し、監督職を排除し、そして管理の幅を広げた。インフォメーショ

ン・システムは中間管理職の内部統制機能の多くを削減し、プロフィッ

ト・センターの創設やそれと類似の制度を通した経営の分散化は中央集
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権的な管理の必要性をさらに減少させた。これまでよりもフラットな階

層構造や中央集権的な管理の急激な縮小は、昇進の可能性を小さなもの

にした。

•政策決危 1980年代の公共政策は、企業内の従業員保護条項を切り離す

プレッシャーの一因となった。レーガン政権は、経済の競争力を不必要

な従業員を解雇する能力と関連づけようとして、雇用決定の際に次第に

強くなる企業の裁量権に賛成する主張を行っていた。その立場は、おそ

らくストライキ中の航空管制官組合のメンバーを解雇する決定よりも経

営者により大きな影響を与えている。さまざまなレポートが労働者を削

減する最良の方法をガイダンスしていた。民主党政権のもとでさえ、労

働省は、企業が仕事を削減しつつ事業を再構築し続けることを1995年ま

で承認していた。労働省は、そういった変化を妨げるのではなく、従業

員に及ぶダメージを最小にする論を唱えていたのである (13)。実業界の

リーダーからの高圧的なプレッシャーもその性格を変えた。雇用保障を

やめ、従業員をレイオフする IBMの決定の発表に続いて、他の大企業

でもレイオフの波がまもなく発生した。実業界は雇用におけるより大き

なフレキシビリティを求める準備を進めていた。例えば、公共政策に関

心をもつ企業の集まりである労働政策協会 (LaborPolicy Association) 

は、企業業績改善の鍵が雇用に関する意思決定でのより大きな経営側の

裁量権 換言すれば仕事を保護する行政上の慣行の終焉 である

と論じた研究を広範に流布した。雇用法に対する要求は、規則が増加す

るにつれて高まった内部化された雇用機構を打開する誘因も創出した。

雇用を対象とした多くの連邦法は、主に雇用の伝統的で内部化されたモ

デルと結びついていた。アウトソーシングあるいは非典型労働といった

代替策は、“企業”が法律に縛られることなく、その責任から解放され

たことを意味するものであった。

•市場の焚化 こういった展開に応じて 1つの巨大市場が成長している。

現在、アウトソーシングされるあらゆる機能を担うベンダーが存在して
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アメリカ人の働き方は変化したのか (2)

いる。派遣会社は、労務費を“固定費"から“変動費’’に変えられるよ

うに、さまざまなスキル CEOに必要なスキルすら をもつ従

業員をリースできるようにした。以下で示すように、就職斡旋企業は、

今では喜んで外部からの引き抜きを行ういかなる業種の企業に対して

も、多くの採用可能な志願者が掲載されている一覧を提供している。

景気循環による一時的なレイオフに対してブルーカラーに提供されてい

た保護は、工場閉鎖や上で列記した変化によって引き起こされた失業には

ほとんど役立たないものであることが判明した。実例を挙げれば、旧いモ

デルでの先任権ベースのレイオフは、年配の従業員が基本的にはレイオフ

に免疫をもつように、景気後退と関連する典型的なレイオフの骨迫に伴う

リスクを若年従業員に事実上負担させていた。しかしながら、工場内の慣

行である先任権ベースのレイオフは、現在の工場閉鎖というはるかに身に

迫まる脅威に対しては何の保護も提供していない。たとえ実際のレイオフ

件数がこれまでより多くないとしても、すべての労働者は現在レイオフに

結びつく雇用不安を経験している。固定費を減らす取り組みのなかで、企

業はその仕事の多くをベンダーや非典型労働者に移している。こういった

変化は経済における“良い仕事”の数を減らさないかもしれないが、それ

は同じ組織内での長期に及ぶキャリアに関する見通しを悪くすることで、

現在の仕事をより不安定で、そしてより保障のないものにしている。さら

に現在、こういった工場での雇用の基準と条件は、公平性といった社内向

けの配慮によって影響を受ける程度が低くなり、外部市場の状況によって

左右される度合いが高まっているのである。

しかしながら、ホワイトカラーや管理職は多くの保護を失うがゆえに、

最も基本的な変化を経験しているのである。まず第 1に、彼らは現在生産

労働者と同じように、雇用保障のなさや不安定性の増加に直面している。

それは、ホワイトカラーとブルーカラーをまさに区別していた基準を崩壊

させるという根の深い変化であった。この区別は、ニューディール期の公
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正労働基準法から生まれた。それは、ホワイトカラーはすでに会社によっ

て保護されていたから必要はなかったが、生産労働者は法律による保護を

必要とするという仮説に基づいていた。第2にホワイトカラーは、職務階

梯が縮小し、残っていた昇進経路はリストラクチャリングで途絶し、そし

て社外からの引き抜きが上位の職位を埋めてしまうことで昇進のじゃまを

するにつれて、社内のキャリアは消滅していくものと見なしていた。雇用

関係に重大な変化がなかったと論ずるには、実業界における上記の変化が

それほど重要ではないか、あるいはそういった変化が決して従業員にまで

及ばない理由を明らかにする必要がある。

雇用関係が変化している証拠

労働市場の変化に関するほとんどの研究は、現在の雇用の基準と条件に

対する伝統的な公共政策から行われる懸念を表明している。特に労働市場

に関するデータは、雇用保障あるいは企業内のキャリアに対する将来の見

通しが組織の慣行にとって大きな問題であるにもかかわらず、そういった

問題を検討するものとしては設定されていないのである。例えば、合衆国

政府は、 1984年になって初めて（景気後退に基づくものあるいは一時的な

ものとは別の）恒久的な失業に関する調査を始めた。しかし、キャリア型

の仕事 まさに良い仕事ではなく が減少したかどうかという点に

関しては、労働市場で見られるいくつかの利用可能な証拠がある。先に定

義した良い仕事とキャリア型の仕事の概念で重なり合っているのは、仕事

の安定性の問題と、それよりも程度は低いが雇用保障の問題である。だ

が、このような証拠を解釈する際には若干の注意が必要となる。 1つの理

由は、例によって研究は労働者全体にもたらされる結果の変化を探究する

のに対し、労働者の多くは決して伝統的な関係のもとにいたわけではな

かったのである (14)。それで、労働者全体では緩やかな悪化が若干見られ

るという調査結果は、管理職のように本当の意味でのキャリア型の仕事に
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アメリカ人の働き方は変化したのか (2)

就いていた経済の構成部分に見られる関係がかなり破壊されていたことを

覆い隠しているかもしれないのである。この点は、一方で組織、特に管理

職を研究している研究者がおそらくそうなりがちなのであるが、労働市場

に関するデータに焦点を合わせている研究者がなぜ雇用における重大な変

化があるのを信じようとしないのかを説明する際に助けとなるかもしれな

い。証拠のレビューを始める際の立場は、ジャコービィ教授が彼の論文で

検討した 2つの基本的な動向を認めることである。最初の動向は、他のグ

ループと比べて、特にホワイトカラーの失業者数の急激な増加である。こ

の点は、確かに、ホワイトカラーが過去に受けていたいかなる特別な保護

も失ってしまっているという最も強力な証拠である。第 2の、そして一層

一般的な動向は、企業のリストラクチャリングに伴う組織上のビジネス・

リスクが従業員にシフトしていることである。この点は、私が同僚ととも

に詳細に実証した動向で (17)、市場に対して緩衝材の役割を演じていたも

のが壊れたという証拠でもある。そこで以下では、キャリア型の仕事に関

連し、ジャコービィ教授の調査では幾通りにも解釈できるとされた証拠

で、彼とは異なる結論を下せる証拠から検討を始めよう。

従業員の勤続年数

従業員関係の多くは新しいものではないことを指摘しようとしている議

論の多くは、勤続年数 従業員がどれくらいの期間企業に留まってい

るのか に関する研究に目を向けている。非常に多くの議論がこう

いった調査結果に基づいていることから、そういった議論が語れる点と、

語れない点を理解するのが重要である。最初に取り上げるべきでおそらく

最も重要なのは、安定した仕事を保障された仕事と混同するのが間違いだ

という点であろう。もしある人が勤続年数に関するデータだけを見れば、

シェヘラザード{Sheherazade、アラビアン・ナイトの語り手｝と王との

関係は、彼らが千一夜の“アラビアン・ナイト”をともに過ごしたことか

ら、安定したものであったことになる。王が、もし話の内容が面白くなけ
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れば彼女を＿文字通り 殺すと骨していたのなら、それは安定した

関係であったとは言えないであろう。安定した仕事と保障された仕事との

区別は、 1990年代に企業の職務の16%が削減されたのに、勤続年数は業績

の安定している大企業では長くなっていたというスティーブン・アレン

(Steven Allen) とリチャード・クラーク (RichardClark)の興味深い調査

結果など、企業レベルの研究でおそらく容易に理解できよう (18)0 

勤続年数は、 2つの非常にはっきりした要因一ー自分の意志による辞

職と解雇――ーによって左右されることから紛らわしい概念である。従業

員の立場からは、解雇だけが雇用不安を掻き立てる。我々は、先の 2つの

要因が景気循環では互いに逆向きに動くことも知っている。景気の下降期

には辞職は減り、解雇が増加する。景気の拡張期はその逆である。 2つの

要因が互いに逆方向に動くことから、勤続年数の測定では安定性が組み込

まれてしまうのである。そのため、勤続年数におけるどのような変化も意

味あるものになってしまう。重要なことだが、辞職と解雇の動向に関する

調査結果は別々に検討しなければならないのである。 3つの異なるデータ

に基づくここでの調査結果は、辞職率が低下していた1980年代と 1990年代

初期に恒久的な解雇が増加していたことを示している。ある研究は、特

に、より長い勤続年数をもつ年配の労働者の解雇率が急激に上昇している

ことを突き止めている。 45'"'-'54歳では2倍になっていたのである。

同じデータを使った時でも、勤続年数全体の変化に首尾一貰しない結論

がもたらされることは、特に労働経済の安定性について人を楽観させない

と結論づけるのをおそらく正しいことにしてしまう (20)。それにもかかわ

らず、結果の再検討が有益である。すでに述べた通り、すべての労働者が

これまでも長期で、安定した関係の元に置かれていなかった点を忘れない

ことが大切である。例えば、これまでと同様現在も、労働者の約40%は今

働いている企業に 2年以下しか勤めていなかったのである。そして、すで

に述べた通り、全体を見れば安定していたという点が、労働者の下位グ

ループに見られるかなりの相違を覆い隠しているのである。先に述べた限
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アメリカ人の働き方は変化したのか (2)

界は別にして、種々の研究が1980年代にはそれまでと比較してかなりの安

定性が確認できる一方で、 1990年代半ば以降のデータを使っている最近の

結果は、管理職には特に当てはまるが、労働者全体にも当てはまる平均勤

続年数の下落を明らかにしている。こういった研究には、ジャコービィ教

授の論文で言及された研究のほかに、これまでと比べて若年労働者の転職

率が10%増加したといった最大の変化を長期にわたって他のコーホート

｛特定の統計的・人口学的特性を共有する人々の集団｝と比較した研究

も含まれている (21)。そういった研究は、特に年配の白人労働者 内

部労働市場によって最も保護されていたグループ の勤続年数の下落

を確認している。例えば、退職年齢に近い労働者 (58歳から63歳まで）で

は、 10年以上同じ企業で働いていたのは1969年の47%と比較してわずか

29%にすぎなかった (22)。最新の研究成果は、 10年あるいはそれ以上の勤

続年数をもつ労働者の割合が、 1970年代後期から1993年までわずかずつ低

下し、それ以降現在まで急激に低下したことで、この20年間で現在が最も

低いレベルにあることを明らかにしている (23)。管理職の勤続年数が下落

したという調査結果は、特に、内部のキャリア・システムが崩壊している

という議論を支持している (24)0 

ほとんどの場合、調査結果は勤続年数の低下がわずかなものであったこ

とを示していたが、こういったわずかな変化は先に示した全体的なものに

加えて以下の 2点に注意を払いつつ評価する必要がある。まず第 1に、こ

ういった研究の多くが1980年代と 1990年代の勤続年数を比較している点で

ある。 1981,...__,83年の景気後退は大恐慌以後最悪の景気下落であったが、

1992年以降は大恐慌以後最大の経済拡張期となった。こういった状況のも

とでは、 1980年代に比べて1990年代の仕事はほんの少し安定性を欠いてい

たという調査結果は安定したキャリアの証拠とはならない。第2に、女性

が結婚するかあるいは子供をもった時点で仕事を辞める可能性が低くなっ

たことで女性の勤続年数が増えていたにもかかわらず、現在、労働者全体

では勤続年数の下落が起こっている点である (25)。女性の勤続年数の増大
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が、女性の好みの変化に企業が適応あるいは反応したことと関係している

とする証拠はない。

同様に地域的な流動化がこれまであまりなかったという事実も仕事の安

定の証拠とはならない。実際それは、少なくとも管理職にとっては、まっ

た＜逆のことを示唆するものである。企業内での従業員の配置転換は、こ

れまでエグゼクティブ育成プログラムを構成する主たる要因であったのだ

が、企業調査が示すように、従業員の再配置に対する企業の関心は低下し

続けているのである。従業員の配転に代わる代替案は、社外からの引き抜

きで空席を埋めるやり方である。他の調査結果は、現在、従業員がまさに

新しい市場主導型の雇用モデルのせいで、地域外に移動したがらないこと

を示唆している。彼らは解雇されたとしても、その職業で培った人脈が新

しい仕事を見つける機会を提供してくれることを知っているので、こう

いった人脈を利用できない他の地域に移ることやそこで新しい職を捜さね

ばならないことを恐れるのである (26)0 

雇用保障

濯用関係における変化を評価する代案として優れているのは、勤続年数

といった代用指標 (proxy) ではなく直接雇用保障を見てみることであ

る。企業の方針における変化を除けば、雇用保障を直接測定するのは難し

いことである。コンフェレンス・ボード (ConferenceBoard)の調査証拠

(survey evidence) は、 1970年代末に至るまで雇用慣行を設定する際の経

営者の優先事項が、忠実で、安定した労働力を構築することにあった点を

示している。しかしながら、 10年後の1980年代末までに、そういった優

先事項は明らかに組織業績の向上とコスト削減にシフトしていたのであ

る (27)。この点に関する最も有力な証拠は、サンプル企業となった大企

業の 3分の 2以上がその雇用慣行を変え、もはや雇用保障を提供してい

ないと報告しているコンフェレンス・ボードのもう 1つの調査である。

依然として従業員に雇用保障を提供していたのはわずかに 3%にすぎな
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アメリカ人の働き方は変化したのか (2)

かった (28)0 

ダウンサイズを行うことで雇用保障をやめる決定をした企業は、変化す

る雇用関係という世界を見るもう 1つのレンズである。景気後退に対応す

るのではなく、コスト削減と業績改善のために労働者の首を切るのがダウ

ンサイジングの本質である。それは1980年代に始まった新しい現象であ

る。アメリカ経営者協会 (AmericanManagement Association、AMA) は

1990年以降メンバー企業のダウンサイズの実態を調査している。 AMA

は、経済拡張期であったにもかかわらず、前年の50%からわずかに下がっ

て48.9%の企業がダウンサイジングを行っていたと報告した1996年まで、

ダウンサイジングの発生率はほぼ毎年増加していたことを確認している。

40%の企業は1996年までの 6年間に 2回以上ダウンサイジングを行ってい

た (29)。別の調査もほぼ似たダウンサイジングの実態を報告している。こ

ういった人員削減の規模は経済拡張期では前例のないものであった。

また、ダウンサイジングの理由も変化している。経営内の意思決定

リストラクチャリング (66%) とアウトソーシング (22%) に

起因すると報告する企業が次第に増えているのである。事実、ダウンサイ

ジングを説明する要因として、現時点では全体的な経済情勢を挙げた企業

は皆無であったし、人員削減した企業の大半がそれを行った年に利益を増

やしていたのである。さらに、ダウンサイズはもはや必ずしも社員規模を

縮小するとは言えなくなっている。 AMAの調査では、 1996年に人員削減

と同時に新規採用していた企業が31%あり、ダウンサイジングを行ってい

た平均的な企業は実際従業員が 6%増えていたのである (30)。以上の展開

は、企業はその再構築に当たって外部労働市場に依存し、もはや必要とさ

れないスキルをもつ従業員を排除し、新しいスキルをもつ従業員を導入し

ていたことを示唆している。

解雇された労働者に関するデータは、雇用保障が減退し、雇用保障がも

はや景気循環のせいではないという事実を裏付けている。労働者が解雇さ

れた割合は、景気後退期であった1981,....,__,1983年にピークに達し、その後
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1980年代後半に少し改善したが、景気が回復した後再度上昇し、 1995年ま

で急増した。 1981.--...,83年の景気後退期と比べて、労働者が解雇された割合

は、経済の拡張期であり繁栄期であった1993.--...,95年ではほぼ同じであっ

た (31)。こういったこと以上に雇用関係の変化を示す説得力のある証拠を

思い浮かべるのは難しい。 1993.--...,95年にその仕事が未来永劫続くと見てい

た労働者は約15%にすぎなかった。先の調査で報告された失業の原因は、

企業調査における事態の推移を反映し、景気の下落といった経済的理由あ

るいは工場閉鎖といった会社全体に及ぶ理由からリストラクチャリングに

伴う特定の職の排除へとシフトしている。

雇用保障の減退に関する他の徴候には、現在の失業が過去数十年間と比

べで恒久的なものである可能性がはるかに高いこと、業績不振を原因とす

る解雇がダウンサイジングと同時に増加していること、そしてこれまでは

景気循環に伴うレイオフに免疫をもっていた従業員 ホワイトカラー

だけでなく年配で教育水準の高い従業員 の失業率が増加しているこ

と、といった事実が含まれている。繰り返すようだが、雇用保障の減退が

経済拡張期に起こったのである。

賃金

組織内の賃金構造の変化は、雇用関係における変化のもう 1つの様相で

ある。内部労働市場の主たる機能の 1つは、市場の賃金率とは違う組織内

の目的に役立つ固有の賃金表 (wageprofiles) を作ることにあった。同一

組織内の労働者の異動は昇給という形でより大きな利益をもたらす傾向が

あり、一部には外部労働市場における転職と比較して、従業員の適性と職

務要件がうまくマッチした結果と見なされた。つまり、労働者を配置する

際の内部労働市場がもつ優位性の証拠であった。しかしながら、 1990年代

初頭までに、企業間の移動に比較して内部異動にはもはや優位性はなく

なった (32)。年功あるいは勤続年数に基づいて賃金が年々上がることは、

内部労働市場システムの特徴の 1つであった。同じ企業で勤続年数を重ね
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アメリカ人の働き方は変化したのか (2)

たことに対する報酬が明らかに低下しているのは、おそらくこれまでの伝

統的な賃金体系と雇用関係が衰退しているという最も説得力ある証拠であ

る。例えば、半導体産業を調査した研究者は、経験豊かな労働者に払われ

てきた奨励的な賃金が下がっているのを確認している。その説明は、最先

端技術と関係するスキルがますます重要になっているし、こういったスキ

ルは社内ではなく社外、例によって高等教育機関で修得されるもので

ある (33)。全産業のデータによれば、年功 すなわち同じ企業のもと

での勤続年数―に基づく報酬はここ何年かの間に崩壊した (34)。別の研

究は、勤続10年の労働者の年功に基づく報酬は、 1970年代と 1980年代に年

間約3,000ドル減少したのを確認している。転職コストは劇的に下落し、

1980年代後半には、 1年おきに転職している労働者が10年間同じ仕事をや

り続けた人たちとほぼ同じ所得の上昇を経験していたのである (35)。もち

ろん、所得の上昇はその人の転職理由によって違っている。解雇された人

が再就職の際に給与の大幅な下落を経験する確率は1970年から1980年に

17%上昇したのに対して、辞職した従業員がそれまでよりも高い給与の職

に就く可能性は 5%増加している (36)。こういった調査結果が示すのは、

従業員の職業人生における長期に及ぶ成功度を判断する際に、その従業員

が同じ企業との間に良好で、生涯にわたる良縁に恵まれることがそれほど

重要ではなくなっている点である。そうではなく、より重要になっている

のは、企業との関係の外にある要因、つまり外部市場と関係する要因であ

る。

内部労働市場のもう 1つの特徴は、給与が個人よりもむしろ仕事に付随

したものとなっており、給与格差は仕事の違いと関係しているという点で

あった。ある研究は、ありふれた仕事の特徴では説明できない長期に及ぶ

個人所得のリスクと変動性の拡大を示唆している (37)。この変動性の拡大

のいくらかは、個人の業績と給与との関係がこれまで以上に強まったせい

である。報酬コンサルティング企業のヘイ・アソシエーツ社 (Hay

Associates) は、業績評価制度で測られた個人業績のそれぞれ異なる水準
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に対応する昇給額に関するデータをクライアント企業からもらっている。

1989年時点では、最高水準の業績に対する昇給額は、最低水準の2.5倍で

あった。 1993年時点で、この比率は4倍にまで拡大していた (38)。タワー

ズ・ペリン社 (TowersPerrin)の1996年調査は、回答企業の内、 61%の企

業が変動型の給与 (variablepay) を採用しており、 27%の企業は昇給が業

績連動型給与 (performancecontingent pay) と関係する給与部分の増加の

みに基づくようにするため、基本給部分での昇給の排除を検討していたこ

とを発見している (39)。労働統計局のデータによれば、ボーナスを受け取

る資格を有する従業員の割合は、 1989年に平均で29%であったが、 1990年

代末までに大規模• 中規模企業では39%に、小規模企業では49%にまで増

加していた (40)。成功報酬 (contingentcompensation)部分が特に大きく変

化したのはエグゼクティブであった。報酬全体に占めるボーナスの割合

は、 1986~92年までに20%以上増加していた (41) 。成功給 (contingent

pay)は、より大きなウエイトを事業業績あるいは個人業績の変化といっ

た要因に置くことによって、企業内で管理される給与システムの重要性を

徐々にむしばんでいる。

給付

企業が従業員給付をあまり提供しなくなったかどうかが、仕事が従業員

を困難から守るかどうかに関する伝統的な問題に直接かかわっている。し

かしながらそれは、企業が従業員により大きな約束をしているかどうかあ

るいは雇用関係の本質については何も語らない。従業員給付はもう 1つの

報酬の形態であり、その大部分は税制上有利な報酬形態であるがゆえに存

在するものであり、そのいくつかは企業が提供した方が、従業員自らが手

配するよりも安価で提供できるがゆえに存在しているのである。従業員給

付に最近見られる最大の成果は、従業員に一定の予算内あるいは賃金で精

算したもので基本的に彼らが望む給付の組み合わせを購入できるようにす

ることによって、給付がもつ報酬的側面をガラス張りにする“カフェテリ
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アメリカ人の働き方は変化したのか (2)

ア・スタイル”の給付である。賃金と同じく、従業員給付も雇用関係が終

結すれば終わりである。 1つの顕著な例外は、従業員に対する企業の継続

する義務 （少なくとも年金受給権取得従業員にとって）たとえ雇用

関係が終わったとしても続くものとしての を表す年金制度である。

そのようなものとして、年金は企業による恒久的な責任を体現している。

ジャコービィ教授がその論文で記しているように、年金制度は衰退してい

る。しかし、年金適用範囲の縮小よりも重要なのは年金のもつ性格の変化

である。それは、労働者が勤続年数に基づいて前もって決めらた年金額を

受け取る権利を獲得する確定給付型の年金から、それを通して従業員が直

接自分たちの退職基金に拠出する401(K)プランに特に見られる、各従業

員の退職基金に固定された額を企業が拠出する確定拠出型年金制度へのシ

フトである (42)。このシフトとともに、企業はもはや所定の年金額の支払

いを保証するというリスクを負担しなくていいことになる。そのリスクは

従業員にシフトするのである。従業員に対する企業の責任は雇用関係が終

結するとともになくなり、それは長期の雇用関係とは別の動きである。

非典型労働

良い仕事に対して、ジャコービィ教授の論文で言及されたキャリア型の

仕事の変化と関係する雇用におけるもう 1つの変化の様相は、派遣、パー

トタイム、そして自営といったもので構成される非典型労働の普及であ

る。おそらく、この概念のより適切な表現は非正規労働であろう。という

のも、この概念はフルタイム雇用以外の何かであるという共通の特徴を強

調しているからである。こういった仕事が、先に定義した良い仕事である

かどうかを評価するのは難しく、究極的には従業員は自らの選択あるいは

フルタイムで恒久的な雇用に就けなかったからそういった仕事に就いてい

るのである。非正規労働の増加は、企業が固定的な雇用コストに対して変

動的な雇用コストをますます志向するようになったことを示唆している。

非正規労働がもうこれ以上成長することはないと言うのも正しいが、それ
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がアメリカの仕事の3分の 1弱にまで広がっていることを多くの推定値が

示している点を理解するのも重要である (43)。これまで固定費として企業

内で行われていた仕事を現在では変動費として企業外で行っているのであ

るから、少なくとも発注元企業という観点から見れば、アウトソーシング

とベンダーをこの概念に含めることは合理的かもしれない。アウトソーシ

ングされた仕事は多くの場合キャリア機会の減少を表すのはもちろんであ

るが、それにもかかわらず良い仕事かもしれないのである (44)。

社外からの引き抜き

伝統的な雇用関係を終わらせるのは、企業による社外からの引き抜きの

より頻繁な活用である。引き抜きの広がりを推計するのは難しいが、それ

を行ったある研究は、新入社員レベルの仕事に経験豊かな労働者を採用し

ようとしていた企業の割合がかなりの程度増加していたことを見出してい

る (45)。企業調査を私なりに検討してみると、企業は、スキルに対する需

要を満たすために社外からの引き抜きに関心を示しているとの報告がある

ことが明らかになった (46)。引き抜きの増加を示す 1つの興味深い指標

は、企業向けに引き抜き対象者を探す人材紹介会社の収入が1990年代半ば
、、、、、、
に3倍になったという事実である (47)。企業が新入社員向けにこれまで以

上に投資しているという証拠がないだけでなく、私たちがもっている証拠

は、特に新しい仕事を修得する訓練が普及している割には企業が実際には

あまり投資していないことも示している (48)。

私の考えでは、大部分の経済は外部労働市場の活用という流れに沿って

動いているようである。内部化されだ慣行から離れる動きは、企業が必然

的な結果としてフリー・エージェント制に向かっていることを示唆するも

のではない。そういった動きを示す産業は、経済のごく一部を構成してい

るにすぎない。シリコンヴァレーは、企業間の高レベルでの転職と企業内

部での育成計画がほとんどないオープンな労働市場の例としてしばしば取

り上げられる。その意味で、シリコンヴァレーは地域限定ではなく、全米
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に広がる全ハイテク部門の象徴である。フリー・エージェント制のような

ものが、現在、映画やテレビといった創造産業だけではなく投資産業の多

くで支配的なものとなっている。それは、パートナーヘの昇進はその企業

での生涯的なキャリアを意味する専門業務向けの人材サービス会社（特

に、経理会社、コンサルティング企業、法律事務所）にも当てはまるもの

である。現在、そういったパートナーにとっても企業間の移動は一般的な

ことである。社外からの引き抜きは、その対象者の高付加価値性が求人と

リクルーティングに要するコストの回収を容易にすることから、ハイ・ス

キルの従業員にとってより一般的なものになっているのかもしれない。し

かし、（競争相手から従業員を引き抜く）“ポーチング"は、現在労働者が

不足しているすべての仕事に起こっている現象である。例えば、コールセ

ンター｛顧客相談窓口｝は特に引き抜きから生じる問題である繋ぎ止めの

対象となっている。東海岸のJ小I立海水浴場でさえ互いに監視員のポーチン

グを行っている。

企業が内部昇進から引き抜きに切り替える時、昇進期待を排除すること

で、自身の内部労働市場を事実上封鎖した。そういった企業は競争相手の

内部労働市場も骨抜きにする。なぜなら、引き抜きは競争相手の従業員を

退職させることになるからである。最後に、引き抜きは企業の注意を企業

内からさらに多くの そして非常に良い キャリア機会がある企業

外の潜在的なネットワークヘとシフトさせる。

労働市場の逼迫で従業員保護は復活するのか

逼迫した労働市場への回帰は、明らかに交渉力を従業員にとって有利な

ものへとシフトする。この点は、私たちが上昇する実質賃金と失業者の再

雇用率の増加を考察している 1つの理由である。しかしながら、従業員が

この機会を雇用関係の以前のモデルヘの回帰を要求するのに使っている証

拠はまったくない。まず第 1に、従業員はキャリア・パスと長期扉用保障
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の約束が意味のないものであることを理解している。これまでのところで

説明してきた経営環境の変化が元に戻らないなら、以前の体制への回帰と

いった約束が確実だと信じるのは難しい。同様に従業員には、旧モデルの

条件で交渉する実際的な方法がない。なぜなら、（企業が署名するのを嫌

がるはっきりとした雇用契約書がないことから、）そういった実際的な方

法で企業を縛れないからである。逼迫した労働市場では、最後に従業員が

望むのはそういった市場から彼らを保護し、彼らの給付を守る制度であ

る。第2に、従業員がすでにこの新しい世界に順応し始めたことを示す証

拠がある。最近の調査では94%の従業員が、企業ではなく自分たち自身が

雇用保障に責任があると考えている点が報告されている。別の調査で雇用

主に何を望むのかを尋ねられた時、最も多い答えは雇用機会の創出であっ

た。雇用保障は回答の中頃にあった。ビジネス・スクールの学生を対象と

した調査は、喜んでリスクをとるという意志と、内部のキャリア・パスを

あいかわらず最善のものとして提供する大企業への関心の低さを発見して

いる (49)。

驚くことでもないが、企業が雇用関係の伝統的なモデルに逆戻りしてい

るという証拠はない。明らかに旧モデルを提供し続ける SAS社のような

企業もある。（ついでながら、雇用保障を提供 投資家の財務プレッ

シャーに応じるのではなく する企業がどの程度個人所有であるの

か、そして急激に変化する競争から製品をどのように保護しているのかは

興味深い問題である。）しかしながら、旧モデルでのやり方が継続してい
、、、、、

る事例を見出すことは、そういったやり方への回帰を示す証拠ではない。

逼迫した労働市場にあっても、従業員に辞めないよう説得している企業の

事例は多い。けれども、企業が将来の関係について何らかの具体的な約束

を提供している事例を見つけるのは難しい。実際、繋ぎ止めの効果を上げ

ようとしている企業は、必ずしもすべての従業員ではなく、中核となる能

カの持ち主 (keytalent) の維持に関心をもっている。こういった企業は、

自身の内部労働市場を崩壊させ、従業員を維持する他の企業の能力を削ぐ
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期待をもって、社外から引き抜く能力を改善したいと語っている。チーム

をベースとしたやり方といった新しい業務システムは、従業員に対するこ

れまで以上の投資とその継続性が必要だと予想されるかもしれないが、企

業がそういった投資をしているという証拠はない (50)。非典型労働者がフ

ルタイムの従業員と同じぐらい献身的であるという研究が示すように、新

しい業務システムが従業員のより大きな献身を必要としている所でさえ、

生涯雇用あるいは恒久的な仕事は求められていないのである (51)0 

結 論

良い仕事の衰退が現実に起こり得るという懸念は、実質賃金における長

期の低下とともに1970年代に始まり、リストラクチャリングの波が1980年

代初めに生じたことで加速した。特に1990年代後半の逼迫した労働市場と

いう環境下で、経済面で伝統的に定義されていたのと同じ良い仕事の数は

下落しておらず、増加しているというのがおそらく真実であろう。しかし

ながら、同じ組織内でキャリアの伝統的な考えを壊す他の変化が進行中で

ある。全体的な雇用不安は、製品市場のより大きな不安定性、リストラク

チャリングのより高い発生率、企業を従業員保護から株主価値に向かわせ

るプレッシャー、といった要因のせいで高いままである。内部昇進機会の

減少と結びついた外部からの引き抜きは、企業内部から見るキャリア観を

外部市場から見るキャリア観へとシフトさせるのを容易にしている。キャ

リアと従業員管理はこれまでにも増して外部労働市場によって動かされて

いるのである。

一度こういった事態が進行すれば、これまでの体制に戻すことは個々の

企業の力ではできない。従業員に対する長期の投資、内部昇進、生涯的な

キャリアといった伝統的な体制に戻ることに決めた企業のことを考えてみ

よう。たとえこういったモデルが企業の現在の状況にとって意味あるもの

であったとしても、それは、競争相手が貴重な才能の持ち主 (valuable
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talent) を引き抜かないことに同意し、そして従業員がいくつかの点で現

在の条件よりも良い条件を提示されたとしても移動しない時に機能するだ

けである。いずれもあり得ないことである。たとえ大企業であっても、外

部市場にある巨大な可能性が提供し得るものよりも良い機会を提供できる

と考えるのは幻想である。

新しい体制は、新しい勝者と敗者の組み合わせを生む。伝統的な体制は

市場のプレッシャーから雇用を保護したのに対して、新しい体制は市場を

労働市場がもたらす諸結果の調停者にする。労働力需給が緩和されていれ

ば、企業はさらにもっと多くのコストを従業員に押しつけられるが、逼迫

した労働市場では、従業員が企業からより多くの超過報酬を引き出せるの

である。従業員のなかで、市場で通用するスキルと自身のキャリアを管理

する能力をもっている人たちは非常に成功している。そういったスキルを

もたず、自身の転職にも制限が課され、そしてキャリア・マネジメントの

スキルを欠いている人々は、これまでよりもさらに苦しんでいる。こう

いった事態は、結果における格差の拡大を説明するのに役立つかもしれな

いし、間違いなくそういった格差を拡大させる。特に、自身のキャリアに

投資する資金をもっている人たちは、もっていない人たちよりもはるかに

優位な立場にある。

こういった事態に対して、公共の利益がどうあるべきかは必ずしも明ら

かではない。市場のとっびな行動からの保護を失った従業員は明らかに経

済的な困窮からの保護を必要としている。おそらく、政策領域における最

も重要な変化は、初任給が高いにもかかわらず、ホワイトカラーや管理職

が他の従業員と同じ雇用不安を経験しているという点にある。どういった

政策的介入で彼らを支援できるのかは明らかではない。ヨーロッパの政策

に倣ってレイオフを禁止するといった望ましくない結末を防止する伝統的

な解決策は、経営上のフレキシビリティが経済全体のパフォーマンスと同

一視される環境下では実行できるとは思えない。

私が賢明な代替策だと考えているのは、企業の変身に伴う負担を減らす
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ものである。そういったアプローチは、従業員が転職する際に医療保険あ

るいは年金で損失を被らないように従業員給付をポータブル化すること、

一時的なレイオフに対応するよう設計された制度である失業保険を失業し

た労働者を支援するものに変革すること（例えばカリフォルニア小卜1ではレ

イオフというリスクに直面した労働者を再教育するのに企業が失業保険基

金を活用することを認めている）、解雇された従業員により大きな教育機

会を与える再教育のための実質的な支援を提供すること、最低賃金制と

いった雇用に伴う結果に準拠した経済的支援ではなく所得税控除のような

他の支援形態に移行すること、といった諸点を含んでいる。

考えたくもないが役立つ解決策は、これまでのやり方で問題を解決する

のを企業に期待することであり、雇用保障を提供しない場合に“悪い企

業”、ある程度の雇用保障を提供できる場合には“良い企業”という烙印

を押すことである。雇用保障を提供する能力の差は、主に市場における企

業の製品の不安定さ、企業の境界線の変更、企業の経営戦略といった客観

的な特性に主に起因しており、そういった特性は組織の倫理的性格とはほ

とんど関係がない。ここでは、従業員管理の不埒な方法とか称賛に値する

方法はないということを言いたいのではなく、ただ単にこういった判断を

実際に下すのが多くの場合非常に難しいということを言いたいのである。

逼迫した労働市場からの保護を失った企業はどうであろうか。そういった

企業も支援する価値があるのであろうか。こういった企業からの要求は、

奇妙に聞こえるかもしれないが、政策領域に一歩踏み込む要求である。情

報技術分野や別の領域で外国人労働者の移住を拡大しようとする議論は、

基本的には企業が逼迫した労働市場からの救済を求める要求に基づいてい

る。どうにかして労働者を繋ぎ止め、スキルを開発し、そして生涯に及ぶ

約束なしに管理するといった課題は現実のものであって、組織の根元的な

再考を必要とする。

市場の力が強くなっていることは、我々の世代にとって最も重要な事態

の1つである。そういったことを所与とすれば、労働市場の力が強くなっ
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ているのも驚くことではない。その影響は奥が深く、良い仕事あるいは

キャリア型の仕事の増加よりもはるかに複雑であり、疑いなく今後何十年

にもわたって検討されるであろう。
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